
戦争法案ストップ！全商連闘争本部ニュース              2015 年 8月 13日 

 

 

全国商工団体連合会 

廃案見えた！追い込むのは私たちの力。 

 国会では重大な防衛省内部文書が暴露され、審議が止まりました。日米軍事協力の新指針と戦争

法案の関係を、法案成立を前提に自衛隊の活動日程を計画したもの（法案成立８月、来年２月施行）

で、国会軽視も甚だしいものです。「戦前の軍部の暴走と全く同じ。廃案しかない」（質問した小

池晃日本共産党副委員長）と宣伝し知らせましょう。いよいよ政府も絶体絶命です。27 日の国会

要請、８・30国会 10万人全国１００万人行動を大きく成功させ、廃案に追い込みましょう。 

 

「電気工事をしている息子も駆り出される」   【東京・八王子民商】 

記帳学習会に来た会員は「中国や北朝鮮が心配」。「それは個別的自衛権で大丈夫。今度の法律は

世界中どこでもアメリカと一緒に自衛隊が出ていくもので、日本の防衛とは関係ない」と丁寧に話

しました。商工新聞のマンガ解説を見て、「電気工事をしている息子も戦争に駆り出される危険が

あるんですね」と署名してくれました。自衛隊は必要という人、良くわからないという人にこそ話

をしていく必要性を実感しています。 
 

「他人事ではない」―熱い訴えに 75 人が署名       【愛知】 

 ＊名古屋南民商は毎月第一日曜を宣伝署名行動と決めています。９日、新瑞橋イオン前で 12 人

が汗だくになりながら訴えました。「子や孫を戦場におくる。他人事ではなく自分のこととして考

えよう」などの熱い訴えに、１時間足らずで高校生から高齢者まで 75 人が署名。今までと違う好

反応に「引き続き頑張ろう」と決意を新たにしました。 

＊稲沢民商は３日、他団体にもよびかけ、13人が国府宮駅前で宣伝をおこないました。 

 

ＤＶＤで話し合い、「戦争法の中身を知らせよう」【群馬・吾妻民商】 

 婦人部の７月例会で戦後 70 年ＤＶＤを視聴しました。「安倍首相は国民を守るとウソぶいてい

る」、「ＤＶＤでも満州が生命線と言って戦争になったって」、「アメリカはイラクで莫大な戦費を使

い、何千人も戦死者を出した。それを日本に肩代わりさせようとしている」、「今まで家族で話した

ことがなかった。戦争法の中身を知らせよう」と、貴重な対話の時間となりました。 
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「戦争法阻止！全国総行動」（８／15～９／15） 

～８・30行動中心に「５つの行動提起」に沿って総決起を！ 

全商連は、８月15日から９月15日までの１カ月間を「戦争法阻止！全国総行動」期間と位置付け、あら

ためて全民商に総決起を呼びかけました。 

総行動期間中は、「８・30国会10万人包囲、全国１００万人行動」を中心に、闘争本部の「５つの行動

提起」に沿った活動をすべての民商が推進しましょう。 

戦争法案阻止！8・27 全商連署名提出行動 

◆日時：8月 27 日（木）午前 11 時～3時 

◆場所：参議院議員会館 B109 会議室 

午前 10 時半から参議院議員会館入口で通行証

を配ります。 

◆内容 

＜開会集会＞ 11時～11時 45分 

主催者挨拶 

国会情勢報告（国会議員を要請中） 

署名提出 

行動提起 

いったん解散・議員要請行動、昼食 

＜まとめ集会＞ 14 時  

結果集約、参加者の発言・運動交流など 

            15時  終了予定 

 

＊署名は整理して綴じ、数を明記してお持ちくだ

さい。当日参加できない組織は 24 日必着で全商

連へお送りください。憲法署名、戦争法案廃案

署名だけでなく、消費税、マイナンバーなども

受け付けますが、必ず請願項目ごとに分けて整

理し、数を明記してください。 

数え方は「人」を使用。「筆」は誤りです。 

 

＊午後 6 時半からの木曜日国会前集会にぜひ合流

し、熱気を感じてお帰り下さい。主催は全商連

も参加する「戦争させない・9 条壊すな！総が

かり行動実行委員会」です。 
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全商連闘争本部【５つの行動提起】 
①戦争法反対署名の全商連国会提出日を８月27日(木)、９月10日(木)とします。それに向けて

署名活動を強化しよう 

②「語り継ぐ戦争」ＤＶＤ、「戦後70年・全商連の見解」を学び、支部・班から行動しよう 

③業者団体・商店街への申し入れを重視し、学者、青年、他団体など、広範な各層との共同を

広げるとともに、自治体での反対意見書決議、地元議員への働きかけを強めよう 

④宣伝カーの切れ目のない運行を含め、地域での宣伝を強化しよう 

⑤一人ひとりのつながりを生かし、自発的、創意的な取り組みで戦争反対をアピールしよう 


